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「経営参加」 と自主管理
一 労働者評議会にみる管理参加のあ りかた一
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1問 題の所在とその背景
1950年6月26Hのユ・-tfスラヴ ィア連邦人民議会で 「労働者集団に よる国家
経済企業 と上級経済連合 との管理に関す る基本法」Osnovnizakonouprav-
ljanjudriavnimprivrednimpreduze6imaivigimprivrednimudruienjima,
odstraneradnihkolektiva(略称 「自主管理法」)の上程 に際 して行 った故 チ トー
大統領の演説に示 され るようにω,各 種の労働組織を労働者 自身の手で管理す
るこ とが,ユ ー ゴス ラヴ ィア(以 下,ユ ーゴと略す)に おける基本的な生産関係
の新たなあ りか ただ とす る認識 が40年代末,と くに48年の コ ミンフォル ム追放
以後次第 に明らか にされ てきたω。 同法に従 えば,経 済活動等 に携わ る企業は.
その構成 員全員か ら成 る 「労働者 集団」radnikolektivによって 自主的に管理.
運営 され なければな らなか った。 「社会計画(3)」の枠内で 「法 の定めた権利,義
務 に従 って」管理 しなければな らない とい う制限が課 され ていた とはいえ,そ
れ まで国家計画の最下級 の義務遂行組織でしか なか った経済企業 の管理がそ こ
での労働者全員の手に委 ねられた とい う事態は,労 働者の手に よる 自主的 な企
業の管理の積極的容認を意味 してい る。 だが,ど の よ うな経歴,職 歴を もった
人 々,あ るいは どの よ うな職位にあ る人 々が,何 を,ど の よ うに 自主的に管理
す るのか とい う問題は,な お明らかに され るべ き残 された課題 であ った。
自主的に企業 を管理す る主体 として 「労働者集団」 に与 え られた権限を以下
の ように要約す ることが できるω。
1.企 業を直接 もし くは 自主管理機関を通 じて管理す る権利。
2.企 業内の 自主管理機 関員 の選挙権お よびそ こへ の被選挙権。
3.企 業の各種の経 済計画を独 自に決定す る権利。
4.社 会的諸義務履行後の残余企業所得を独 自に処分す る権利。
この要約に表現 できるよ うな 自主管理 のあ りかたを捉 えて,ダ ン ロップ エT.
DunloPは,ユー ゴ独 自の 「労使関係」industrialrelationsの基本的特徴を二
点にわた つて指摘 してい る。す なわ ち,ω 労働者が企業 管理上必要な意思決定
を 自ら下 し,職 場 内の諸規律を 自主的 に決走す ると同時に,② 利益 お よび損失
㊦89)「 経営参加」と自主管理1.ll7
を 労働者が 自ら共有す る よ うな賃金制度を とってい る,と ⑤。 言 いか えるなら.
この ことは,「労働者集団」が 自らの労働について計画 し,実施 し,統制す るの
み な らず,自 己 の労働生 産物を独 自に処分 し,さ らに所得分配 まで独 自にお こ
な うことのできる企業内関係 として表現 され る ものであ る。 この よ うに労働者
が 生産点 で 自己 の意思 を貫 くことので きる関係 を論拠 として,労 働者 自主管理
制 度は労働者 の 自由 と自発性 とを第一 に尊重 して お り,そ の 根 底 に 「人間主
義」へ の示 向性を秘めた制度 であ るとい う評価 も十分にで きる。⑥
制度化当初の構 想においては,「労働者集団」 の規模に応 じて,企 業 の 自主
管 理 が全員 で直接実施 され るか,も し くは 自主管理 のため の代議 ・執行機関を
通 じておこなわれ ることとされていた。 この ように,組 織技術的な意味で集団
規 模 の大小が 自主管理 のあ りかたを規定 していた といえるが,小 規模の集団に
おけ る全員に よる直接 自主管理 とい う形態 は,単 に,小 集 団内に代議機関を設
置 す ることの煩雑 さに起 因す るとい うには とどまらない意味を もっていた。む
しろ,組 織技術的に可能 なか ぎ り,全 員に よる直接 自主管理を 「労働者集団」
に 保証 し ようとす る意識 の表現であ った(7)。そ うである以上,全 員に よる直接.
自主管理 とい う形態 こそが労働者 自主管理 の基底的理念を表現す るものであ っ
た。
この ように,労 働者が何 らか の形 で企業管理に携 わ ることに よっ て,「人 間
の 顔を した社 会主義」 を実現 しよ うとした試みを評価す るに吝かでない として
も,そ の前に敢えて疑 問を提出 しておか なけれぽな らない。た しかに,労 働者
自主管理の制度化に よって生み出された企業 内の民主的諸関係が,そ れ までの
掴 家管理企業の もっていた指令的 ・権威手義的性格を払拭 して しま う可能性を
大幅に与えた ことは否定 しよ うもない。 とはいえ,労 働者個 々人の属性,職 位
等を問 うことな く,「労働者集団」を労働者一般 と等置 して包括的に扱 う こ と
・は,自 主管理の下で生み 出され る労働者間 の関係を一様に対等な関係 として処
理 して しま う危険を常に抱え ることを意味す る(8}。そ のこ とは,企 業 内民主主
義の名の下に,実態としての生産者間の支配一被支配関係を覆い隠す可能性を
残 さざるを得ない。 この ような危倶を抱 くのは,ユ ー ゴの労働者全体 の産業労
















総 人 口 13,934,038 15,772,098
資 料:P.Jambrek,DevelopmentandSocialChangeinyugoslavia,SaxonHouse,1975,
P.43.
働者 としての経験が質 量ともに浅す ぎたこ とと教 育水準が低か った こととを事
実 として指摘 で きるか らである。
表1に も示 され る ように,第 二次大戦前 のユー ゴは農業立 国であ り,・戦争直
前 の38年には労働力人 口に占め る農業従事者 の割合は7&5%に もの ぼ って い
た(9}。終戦後,東 欧諸国の中にあ っていち早 く第一次五 力年計画(1947-51年)
を立案 し,基 幹産業 の育成に着手 し,農 民層か ら産業労働者へ の動員 を強化 し
た とはいえ(表2参 照),産業労働者 の層の薄 さ,そ の経験の浅 さは この政策に
とってひ とつ の姪浩 であった と言わねばならないac「。 さらに,表3に み られ る
よ うに労働老全体 の教育水 準が必ず しも高い とはいえな い状況であ った。 この




















































































































注)こ の 数 値 は 学 齢 期 以 上 に あ る 総 人 口に 占 め る割 合 で あ り,存 学 者 総 数 に 占 め る 割 合 を 示 す





ス ロ ヴ ェニ ァ8.8




ボ ス ニ ア ・ヘ ル ツ ェ ゴ ヴィナ80.5
マ ツ ェ ドニ ア83.8
資 料:V.DedijeretaL,HistoryofYugo
sJαぼ α,McGraw-Hill,1972,p.552.
アチア ・ス ロヴ ェニア王国」 とい う国
名で独立 した当時の文盲率 の高 さを両
大戦間に改善で きなか った事態 の負 の
遺産であ った。 因みに,59年の 『ボル
バ』紙に よれ ぽ,全 労働力人 口 中 の
79.3%に相当す る人 々が全 く学 校教育
を受けていなか ったか,も し くは初等
教育を完全に修了 していなか った。 し
か も残 り20.7%の約半 数,つ ま り全労
働力人 口中のわずか10.9%に相 当す る人 々が漸 く初等教育を修 了していたにす
ぎなか ったaD。1952/53学年度か ら初等教育(7歳 から8年間)を義務教育 としan,
また60年以降,中 ・高等教育機 関におけ る普通教育 お よび職業 教育の拡充整備,
あ るいは職業 訓練 をは じめ とす る成 人労働者の再教育等 の充実を強力に推進す
る政策を とった とは いえ,労 働者全体の教育水 準の低 さが初期 の産業化政策に
とってい まひ とつの大 きな障害 であ った ことは否 めない。 その ことは,農業,手
工業を除 く他の産業部門 での幹 部層 が,中等教育(2～5年)を終 えた事務職お よ
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表5生 産年齢人ロお よび労働力人口の蛮化,1953-1971年'
(692)











注)生 産年齢人 ロとは男子15-64歳,女子15-59歳の雇用可能人 口を意味す る。
資 料:M.Ra善evi6etal.,OP.cit.,P.47.
表6労 働 力 人 ロ 構 成,1961年
千人%
びブル ー ・カラー層の高度熟練者を含
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radniδkisavetを本稿 の分析対象 とL,そ の構成 お よび機能の側面か ら考察す
ることに よってユ ーゴに おけ る労働者 自主管理制度 のもっていた意味を検討す
る。 また,「63年憲法as」を受けて改訂 された 「企業基本法呵 お よび 「労働関
係基本法anj等にみ られ る企業組織形態上 の改革を50年の所謂 「自主管理法」
制定 以後の画期 とみて,60年代半ば までを本稿 の分析対象期間 とす るaSl。
{1)「国家に よる生産手段の掌握は労働運動の行動 スPt一ガソ.〈工場を労働者へ〉の実現をまだな
お意味しない。実際のところ,〈工場を労動者へ,土 地を農民へ〉 とい うス ローガンは言葉の うえ

















同盟第9回大会(69年)でのチ トー 演説),島田浩訳 『ヨシプ・プロズ・チ トー・』恒文社,!974年,
36～40ぺ・一■ジ。
「労働者が経済の管理に積極的,意識的,直接的に参加することは,社会主義的発展と社会主





{3)1951年に 「国 民 経 済 の 計 画 的 管 理 に 関 す る基 本 法 」E}aKoHonAaHcKoMynpaBJbaH}yHaponHo"}
npHBpelloM(Cny)K6HH甜cTΦHPT・,笛Pgj58パ95豆・cTp・705-7Q.8)が制 定 され ・「社 会 計 画 」が
そ れ ま で の 中 央 集 推 的 計 画 に と っ て か お っ た 。 そ の 背 景 等 に つ い て は 以 下 の 文 献 を 参 照 。Jose・
phTBoinbelle9,Economi'el)θ庇 o♪%痢OfComntunist、YugOslain'a1047-1964.HO{)vもr
InstitutionPublications,・1968,p.50ff.・
(4)「離 的法律」第6条 ・Th・q… 輌 ・・n・1Lqw・The,C…'姻 ・・n・ftbeEPRy・Uni・n.
of』Jtirists'Associati6nofYug6slavia,'Beograd,1960;P.44◆ 「
(5}John.T.Dunlop,∬ κ4左s分 ゴα'RetationsSystem,HenryHolt,195?,p.305.
.(ρ岬itj・K・P・ugi6{Eg・n・mice伍ri…y頑w・rk・s'・elf-m・ni・g・噸 ・i・ M」B…km・y・ ・
e己,YtigostavWorkers'Selfmanagement,D.ReidelPublish輌ngCo.,1970.p.87.
(7)この よ うな 把 握 の 根 拠 は ㌧ ユ ー ゴの 学 老 に よ る50年代 半 ぽ め 論 文 に お い て,企 業 内 め 「直 接 民
主 化 」 は 時 期 尚 早 で あ る と指 摘 し て いfe点に も 見 出 せ る61LO.編 前 掲 書,77㌍78ペ ー ジ。
⑧V.ル ス は,「所 有 制 の な い 社 会 」で は 労 働 者 階 級 と い う規 定 が 困 難 で あ り,こ の 無 規 定 性 の 故 に
自 主 管 理 に つ い て も二 様 の 理 解 が 生 じ ざ るを 得 な い と 把 握 し て い る。 そ の ひ とつ が 労 働 と い う行
為 に 普遍 的 価 値 を 置 き,そ の た め の 超 階 級 的 制 度 と し て 労 働 者 自主 管 理 を 理 解 ず る立 場 で あ り,
い まひ とつ は,逆 に,'労働 者 階 級 の 長 期 的 利 益 を 担 う層 に あ る 人 々 の 支 配 を 重 視 し た 階 級 的 制 度





ao)大戦 前 の 家 父 長 的 農 業 労 働 に 従 事 し て い た 者 に と っ て,産 業 労 働 は 必 ず し も 直 ち に な じめ る労









{1}経済 計 画,(2)資源,生 産 物 の 市 場 分 配 方 式,(3)独立 し た 企 業 に よ る生 産,,(4)労働 者 に よ る企
業 管 理,お よ び 彼 らに よ る社 会 的 諸 義 務 遂 行 後 の 独 自 の 企 業 所 得 分 配,の 四 点 を,彼 女 は こ の 経
済 体 制 の 基 本 的 性 格 と規 定 し て い る。 詳 し くは,拙 稿 「ユ ー ゴの 労 働 者 自 主 管 理 と 計 画 化 の 構 造 」
'『世 界 経 済 評 論 』






倒36年 に制定 された所謂 「スター リン憲法」の模倣 といわれる 「46年憲法」と,そ1'Lの実質的廃
棄を意味する53年「憲法的法律」とに代わる憲法である。 この憲法は自主管理制度の定着を確認
し,ま た さらに一層の発展を展望した基本法 として注 目すぺき内容を もってい る。なおこの憲法













































































以上 の よ うな権 限を 「労働者集団」か ら委任 され る評議会は,企 業 の労働者
数 に応 じて最低15名か ら最大120名までの間の評議員に よって構成 され るが,
評議員 の具体的 な人数は個 々の 「労働者 集団」 の決定に委ね られ ている。56年
の時点 で,75名以上 の評議員か ら成 る評議会 は,5,989の企業 の うちわ ずか21
企業にす ぎず,15～30名で構成 され る評議会 の数は全体 の87.9%を占め てい
た{4}。表7veも看取 できるよ うに,評 議会が平均20名強 の評議 員で構成 され る
安定 的傾 向を指摘す ることが で きる。
評議員 の任期 は二年 であ り,連 続 しての再選は誰に も認め られ ていない(5}。
こ うした評 議員担務 の輪番制は,そ のひ とつの側 面として企業管理 のために労
働者 を教 育す る機能 を評議会が もつべ きであ り⑥,可 能 なか ぎ り広範 囲の労働




































































































































































































































注)27歳 未 満 。
資 料:YugoslavSurve夕,Voi.XIV,No.4,!973,p」4.
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定個人 の長期 にわた る在任は集団内でのボス化,支 配一 被支配関係を生 じ易い
とす る判断か ら,連 続 再選禁止の措置が講 じられ てい る。評議会の選挙は在任
中の評議会の任命す る選挙管理委員会に よって司 られ るが,候 補者名簿は主に
企業内の労働組合組織 の手で作成 され,「労働者 集団」に提示 され る。 この候
補者名簿は労働組合以外に企業内の労働者に よって も作成 され提出 され うるが.
その企業 の全労働者の十分の一以上の署名を得 ては じめて有効 と認あ られ るに
す ぎない(8}。したが って,こ の手続を経 て名簿が提出され る例は きわ めて少 な
く2～5%にとどま り,そ の名簿か ら当選す る者は3%に 満たない。 因みに56年
の例をみ るな ら,提 出 された6,854の名簿の うち6,599(96%)が労働組合の手
で作成 されてい る⑨。 、
,どのよ うな人 々が評議員 となれ るか とい う点か らすれば,評 議会への被選 挙
権者 の範囲は必ず し も明確ではない。ILOの調査報告に基 づいてユー ゴの公式
的解釈をみて も,企 業 長や工場長,あ るいはその他 の専門的業務管理者(例 え
ぽ主任技師,人事部長,経理部長等)な どが被選挙権 を剥奪 され るが,そ れ 以上の
詳 しい規定はな くω,細部 の判断は個 々の 「労働者集 団」に委ね られ る。 この
よ うな被選挙権者範 囲の弾力的規制 は,そ の企業 で働 く者全員を労働者 とい う
包括的概念 で くくって しま うことに起因 してい る。 国家計画遂行 の末端組織 で











直接生産者 もし くはその企業 の主た る業務に従事す る者でなければな らない と
規定 され ていたがω,こ うした管理 委員会 の 「四分 の三」規定を別 とすれぽ,
評議会へ の被選挙権者 の範囲が必ず し も明確 ではなか った。その ことの背景に
は,評 議会がその企業 の労働者構成 を反映す るか たちで各層の利害 をそれぞれ
代表す るよ うな人 々に よって構成 され るであ ろ う,と い う暗黙 の期待が あった
もの と予想 され る。 しか しなが ら,そ の期待 が現実 の うえで実現 されていた と
は言い難い。
高等教育を受けた者や 高度 の技能資格 を もつ者の評 議会に 占め る割合は,労
働力人 口に占め る彼 らの割合に比 して高い。 しか も,こ の割合が時系列的に高
まってい く傾向を一般的な傾 向 として指摘す ることが で きる(表8お よび表9参
照)。大卒 お よび高等職業専 門学校卒(原 則として中等教育を終えた老以上が入学可
能).あるいは高度の専 門的技能資格 を もつ 老(一 定の経験,訓 練の後に資格試験
に合格した者)の 評議会に占め る割合は一貫 して高 ま り,減少す るこ とはなか っ
た。 その逆に,教 育 ・技能水準の低い老の評 議会に占め る割合は一貫 して低下
す る傾向がは っぎ りしてい る。 また直接 生産に携わ る者 より事務系職員の評議
表8鉱 工業における労働力人ロの教育 ・技能水準別分布
総
ブル ー ・カ ラー総 数
数
高度熟練労働者
熟 練 労 働 者
半熟練労働者
不熟練労働者




















































資料 ・DG・・upi6…L,W・rk・〆 S・lf-m・p・g-'ゴ〃y・宮・・肋 σ・4シ地 占拠E:・ ・n・m・ki
Institut,1970,P,197.
128明 大 商 学 論 叢 く700)
表9・ 評議 員の教育 ・技能水準別構成,1956-1972年,各年100%
教 育 ・ 技 能 水 準 1956年 1960年 1968年 1972年
ホ ワ イ ト ・ カ ラ ー
大 学
高等職業専門学校紳
中 等 教 育
初 等 教 育




















































糠 中等教育修 了者に対 して行われる職業訓練学校。
***1960年以降,被 選挙権を有する。
資料:YugoslavSurvey,Vo1.XIV,No.4.1973,p.22.およびGorupi6etal.,op.cit.,p.196.
会に占め る割合が相対 的に高 ま りつつあ った ことも他方 での傾 向であ る。経済
構造 の高度化に伴 い.第 二 ・三次産業の発展が生 じ,・彼 らの増加率が高 まって
いた ことを勘案すれ ば,即 座 に 「直接生産者 もし くはその企業 の主 とす る業務
に携わ る労働者」範晴 の後退 を意味す るものでは なか った とは いえ,そ の こと
は ホ ワイ ト・カラー層 の評 議会に占め る割合 の相対的増加傾 向を一般に否定す
る ものではない。
何故 この よ うな傾 向が一般化す るのであ ろ うか。 アデ ィジェス1.Adizesは




























































注)(1)のグループは,そ の企業の基本的業務である生産 ・サービス業務に直接関与す る労働者群
を指す。
(2)のグループは,一一SU事務,会 計 ・簿記,人 事,電 話交拠 タイピス ト等に分類 され る業務
に従事す る者を指す。
(3)のグループは,エ ソジニア リング,経 済分析(マ ーケテ ィン グ,会 計分析,統 計分析),行
政 ・法律対策,企 業内教育,文 書 ・図書扱者などの専門職を指す。
{4)のグループは,管 理職位にあ る老(ユ ー ゴでは指導職と呼ばれ る)を 指す。
資料:YggoslavSurvey,op.cit,p.23およびD.Gorupi6etaL,op.cit.,p.198.
10参照)。直接生産者 と分類 され る一般 の労働者の評 議会に 占め る割 合はか ろ う
じて過半 に達す るにす ぎず,し か もその比率が低 下す る傾 向にあ る。 この割合
の うち,管 理職的色彩 の濃い高度熟練工 に分類 された労働者の評議会 におけ る
直接生産者範疇に 占め る割合が68年時点 で24%,大卒 の評議会におけ るホ ワイ
ト・カラー層に 占め る割合が27%であ り(表9か ら算出),その傾 向が さ らに 強
まってい る点を考慮すれ ば,こ うした一般的傾 向は,直 接生産者 もし くは その
企業 の主 とす る業 務に従事 している とい う事実だけでは もはや評議員 としての
資質を もっていることの証明にはな らな くなって きつつ あった ことを意味 して
い る。 つ ま り,評 議会における専門的業務管理者層(ラ イン・スタッフ層)の 占
有率が30%前後に達 してお り,し か も時間の経過 とともにそ の割合が高 まって
いた ことに よって,そ の ことは立証 されて もい るのであ る(表10参照)。以上の
ことは,企 業管理に対す る労働老教育機関 とい う当初の評議会のひ とつの構想
が,独 立採算を基礎 とす る企業 のなか の意思決定機関 とい う評議会のい まひ と
つの機能 の制約か ら期待通 りに進 まな くな ってきていた事態 を示 している。 し
たが って,こ の よ うな事態は,市 場競争 とい う企業 に とっての外圧 の存在 と深
くかかわ っていた と理解 され なければ ならない。
以上 の現 象を説 明でき るひ とつ の一般的要囚 として,一 般 の労働者 の企業管
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理への参加 と彼の教育 ・技能水準 との相関関係を指摘す ることで きる。 あ る実
態調査 に よる と,労 働者の管理へ の参加 の度合は彼の有す る教育水準に よって
大 き く左右 され,各 種教育に よって培われた知識量や技能程度が参加 の度合を
高め ることが指摘 され てい る働。 これ に対 して,労 働組織 内での発言 力の強 さ
の程度が 参加 を条件づけ る要因であ り,OJT(on-the・jobtraining)⑮に よって技
能を培 って きた高度熟練労働者 と長期勤続 者 とが こ うした強 い発言 力を もって
お り,直 接生産者 を対象 とす るか ぎ り教育水準 の高低 は二次的要因であ る とい
う見解が示 され てい る⑯。 この ことを裏付け る観察記録があ る。すなわち,そ
れに よると大学 出たて の若い職長は,経 験のなさ。 人的つなが りのな さの故に
労働組織 内での発言力が小 さか ったに もか かわ らず職務上は指導的立場にあ っ
たため,精 神的に常 に脅か された状態におかれ,彼 の専門領域以外の事柄につ
いて他 の者 と話をせず距離を保 と うと努め ていた とい う肋。 この例は極端 であ
るとして も,OJTを経 てきた労働者層,つ ま り高度熟練工お よび熟練工 と分類
され る人 々の評議会に 占め る割合が約50%にのぼ っていた事実は,労 働組織内
での発言 力 とOJT,勤続年数 との関係がか な りの程度密接であ った ことを物語
っている。 と くに30-39歳の層が評議員の半数近 くを占め るが,こ の層 こそが
高度熟練工の資格を持つ者 の多い層で もあ った(表11参照)。だが,こ の よ うな
理解は評議会へ の彼 らの相対的選 出率が高か った ことを説明 してい るとして も,
高度熟練 労働者 の評議会へ の選 出率 の膨脹 と熟練労働老の漸次 的減 少 とい うパ
ラ ドキシ カルな現象を説 明す るこ とはで きない。 この現象は,学 校 教 育,職
表11評 議員の年齢別構成1968年 業教高 職業訓練 のための制度上 の整
年 齢 層 労繊 数(人)繊 比(る 備 普及との力輔 りのなかで説明さ
25歳繍12,。618.3れ るべ き事 柄 で あ る・ この現 象 に 対 し
25-29歳25,76017.7て 説 明 能 力 を もつ 仮説 とは,学 校 教 育,
30-39歳65,27144.9 職 業 教 育 の整 備
,普 及 に 伴 って,企 業40-49歳34 ,41923.6
50歳以上7,9775.5内 の 諸関 係 が それ に見 合 った 秩 序 に 整
計145,488100.0序 され 始 め た こ とが,高 等 教 育,高 度
資料:D.G・rUpieetaL,・p.cit.,p.199.熟練 の資 格 を もつ 者 の 企 業 内 に お け る
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表12教 育 機 関
教 育 機 関 の 種 類
初 等 教 育



































































*初等教育(8年 間)修 了後の4年 間の普通教育。
**教員養成学校,家 政学単科校その他の職業学校を含む。








職業資格獲得様式 1958年 1961年 1965年
(1}OJTおよび試験合格によって(総 数)
高 度 熟 練 工 資 格


































めてそれを得 ることが できるとい う形態であ った(表13参照)。この方式 に従え
ば,・熟練工資格は最低3年 間の現場での経験 と3～9ヵ月の試験対策用訓練期間
とを経 た後に資格試験を通過 して獲得 され るものであ った。 また高度熟 練工 と
分類 され る職業資格は,そ れぞれ最低5年 の経験 と9～18ヵ月の訓練 とを経た
後の試験 に合格 した場合に与え られた⑱。 こ うした資格獲 得様式は その後 も継
続 して存在 したが,正 規 の学校教 育やその他 の職業 教育の整 備に伴 ってその意
義を低下させつつあ る(表14参照)。この方式が後退 しつつあ ったい まひ とつ の
原因に,多 くのOJTが 昔なが らの職人的伝統 を継承 した形態 を とっていたた
あ,現 代科学技術に支え られ た生産様式に必ず し も適合的 でなか った ことが挙
げ られ る⑲。
表14職 業資格試験合格者数,1960-1965年


































職業訓練 に関 して も うひ とつの形態 を挙げてお く必要があ る。 それは職業紹
介所 に よる職業 訓練 であ る 。求職者(転 職希望者を含める)の 約80%が不熟練工
であ るため(65年),職業訓練 の主な対象は不熟練労働者 であ り,求 人側の企業
との密接な連携の下に企業側 の要請に応 じた職業教育 ・訓練を提供 してい る。
職 業紹介所独 自の訓練セ ンターを使 うか(マ ッェドニァ,ボスニァ ーヘルッェゴヴ
ィナ),あ るいは企業 内の教育 ・訓練施設を利用す るか(ス ロヴェニア,クロアチ
ァ)の 違いはあ るにせ よ,多 くの不熟 練の求職者が この機関に よる訓練を受け
て い る(65年一41,166人=紹介所による訓練対象者全体の74.49・)四。
60年の連邦人民議会決議を経て本格的に始あ られた中等普通 ・職業教育,高
等 専門職業教 育は急速 に普及 しつつあ ったが(表15,16参照),それぞれに問題を
抱えていた。 中等教育 と りわけ職業教育に関 していえば,個 別企業の要請 に応
じた個別 カ リキ ュラムを編成す る教育機関が増 え るにつれ,教 育体系に統一性

































































一致 しない危 険 が 生 じ始 め て い




受講す るには幾多 の障害があ るこ
とな どが壁 となって,想 定 された
ほ どの効果をあげてい ない。 例え
ば,60年代初頭の在籍者 の脱落率
は75～80%にも達 していたen。ま
た,低 教育水準 とい う過去 の遺産
を最 も引き継 いでい る成人労働者
の再 教育,職 業訓練のための各種
の措置 も緊急な課題 として講 じ ら
134明 大 商 学 論 叢 (706)
表16分野別高等職業専門教育
1959/60学年度1960/61学年度1962/63学年度1964/65学年度
学校購 者響了学校受講場 了学校購 纏 了学校受講纏 了


























































運 輸 7 636 1477 958 1529 1,0253379 966 279
農 業 一 一 一 9 1,243 一 11 1,85128811 1,635396
医 療 11 619 42410 668 2337 1,0412417 1,459339
資料:yngoslavSurvept,Vol.1X,No.1,Feb.1968,P.127,P.131andP.132.
れていた。そ の代表 的な例 は労働者大学 と呼ばれ る機関や,イ ブニン グ ・ス ク
ール といった包括的 教育のための施設であ る。そ こでは読み書 きか ら政治教育,.
経営学等をは じめ とす る自主管理教育に至 るまで,必 要に応 じた プ ログラムの
下で労働者教育がなされてい る。 ここでの履 習者には公式のデ ィプロマが与え
られ ない場合が多 いが,資 格試験 のための職業 訓練を360～800時間にわた って
行 うな ど,か な り高度 な職業教育に取組 んでいた例 も稀ではない⑳。
先に示 した仮説,す なわち教育 ・職業訓練体系の整備,普 及 に準 じた企業 内,
秩序 のな し崩 し的再編 とい う理解は,企 業 におけ る職位 と獲得 された学歴 ・技
能 水準 との関係,企 業 内での発 言力 と勤続年数 との関係,あ るいは内部昇進 と
教育 ・技能水準 との関係等を具体的に分析,検 討 した うえでない とた しかに実
証 され得ない。だが,少 な くともここまでの粗い考察か らして も,教 育水準,
技能資格の全般的向上 が労働生活 の前提条件 とな りつつあ った ことに よって,
また企業 自治原則に従 って企業 内権 力が企業 内部に封鎖 され始めた ことに よっ
て,教 育 ・技能有資格者であ ることを挺子 とした職 位間の移動が旧来の企業 内、
秩序 を流動化 させ,自 主管理企業 の中に も教育 ・技 能水準に依拠 した階層的労
働力配置が 自然発生的に形成 され始め,そ れ までの企業 内秩序 も再編 され始め
ていたであろ うとい う仮説を再提 出で きる。 もちろん,自 主管理企業 におけ る













(1)70名以上の雇用者を抱え る企業では評議会の設置が義務づけ られてい る。3i名以上70名未満の
企業にはその設置義務が課 されておらず,評 議会の設置がそこの 「労働者集団」の決定に委ねら




1958年。)なお,社 会的 自治のための政治機関であ るとす る規定は,立 法府=人 民議会への選挙






t5)57年までは任期が1年 であったが,評 議会運営の継続性を確保す るために任期を2年 とし.そ






1～2度白主管理機関に選 出された経験を もった ことになる(同 書,36ページ)。
(8)当初の選挙手続では労働組合の作成した単一の候補者 リス トの信任投票であった。Benjamin
Ward,Workers'managementinYugoslavia,The∫ournaiOfPoliticalEcenomy,Vol.




側ILO編,邦 訳 前 掲 書,S8ペ ー ジ 。
(IDEdvardKardelj,Principa}causesandtrendsofconstitutionalchanges,S,T.」R,]No.52,
1973,p.12.




個 次 項 で 示 す と お り,60年 以 前 はOJTが 職 業 訓 練 の 最 も 基 本 的 且 つ 支 配 的 な 方 法 で あ っ た 。
⑯LeslieBenson,Marketsocialisふandclassstructure,in:F。Parkined.,TheSociai
AnalysisOfClassStructure・TavistockPublicatiops・
.1974・P・259・彼 の 主 張 はV・ ル ス の 調
査 結 果(VeljkoRus,SocijalriiprocesiistrukturaMociuRadnojOrganizaciji,SOciologil'a、










田 詳 し くは 以 下 を 参 照 。DragomirFilibovi6,Workers'university1959-1968,Yugostat.,
Survey,Vol.X,Nov、1969,p、119ff.
⑳ 労働者の配置は評議会によって任命 される労働関係委員会に よって決定 される。 ただしそれは
新規参入者について主に妥当することであ って,配 転等については定かでない。配転についての
決定権は最終的に評議会に属するであろ うが,決 定に至 るプロセスは不明である。また配転に際
しては対象者の同意が必ず しも必要とされない。ただし配転後の職格や所得の低下については労
働関係委員会などへの提訴の道があ り,所 得額の維持 も一応保証 されている。LAdizes,OP.
cit.,pp.166-168.
㈲ 企業における労働者間競争がどの程度一般化しているか,あ るいは昇進は どのようにして決定
され るかな どとい う疑問に対 して,反 論すべ きデータ等が全 く不十分であることは認めざるを得
ない。 ただ,こ のような現象を理解す るうえで欠いてはならないことは,経 済的に成熟していな






先に も示 した よ うに,評 議会 は最終的意 思決定機 関 として企業活動全般 の計
画 等を討議,決 定す る。それ らを討議すべ き評議会は少な くとも6週 間に1回
の開催頻度 を義務づけ られ てい るが,実 態は必ず しもその通 りには なっていな
い。表17の数値 は本稿 の考察対 象時期 とは時 間的な ズレがあ るが,評 議会 の5
表17評議会の開催回数1971年 割以上が こ うした義務以下 の開催頻度
企 業 の水準を示 してい る。67年統計に よる
年間会議開催数
数 比率(%)中 規 模 企 業(250-999A・1・572社)の



















































回の会議を開催 してい る企業 は全体 の
38%,599社に及ぶにす ぎない{1)。以上
の こ とは,評 議会が企業の事 情に応じ
て弾力的に開催 されていた ことを意味
してい る。 評議会が この よ うな少ない
会議で企業活動 の基本的政 策を決定 し
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表18鉱 工業における評議会での討議事項
(710)









































































表19評 議 会 で の 討 議 事 項 お よ び 決 定,1971年


















































































































の許 す 以 上 に 高 い 資 本集 約 傾 向を顕 著 に示 してL;る(2)」とい う確 認 が 示 す よ う
に,制 度 化 当 初 懸 念 され た 労 働 者へ の過 剰 な所 得 分 配 とい う行 動 様 式 を 評 議 会
(711) 「経営参加」と自主管理139
が とっていなか った ことだけは 明らか である。
討議後に採択 された議題の執行率に関してみれば,採 択 された議題 の約90%
が実行に移され てい る(表19参照)。ここに示 した表 も本稿 の考察 の対 象時期 と
は時間的にずれがあ るが,67年時の統計において も執行率が89.9%であ った こ
とを考慮すれ ば(3},総じて評議 会で採択 された議題の執行率は きわめ て高 く,
企業管理に対 し評議会が滞 りな く円滑 な役割を演 じていた ことは 明 らか であ る。
だが,そ のこ とは企業ない し 「労働者集団」 とい うひ とつ の集団 と評議会 との
関係 においてのみ円滑に機能 していた とい うことに とどまらざるを得 ない。 な
ぜ なら,ど の ような層 の人 々や回路を通 じて企業 での意思決定が具体的 になさ
れ ていた のか とい う観点か ら考察 され るとき,上 述の事態は異 な った様相をみ
せ る余地 を十分に残 していたか らであ る。
2.意 思決定
本項での考 察のひ とつの前提 として,自 主管理 企業においては専門的業務管
理機構,具 体 的にはそ の担い手である ライソ ・ス タッフ層に よる企業管理 の意
義が後退 していなか った,と い う事実認識について検討 してお きたい。 多 くの
論者が示す ようにω,自 主管理企業には二重 の管理機構が存在 し;そ こにおけ
る一般 の労働者は 自らが企業 自主管理上 の主体であ ると同時に,職 務遂行に お
いては管理 の対象で もあ った。 こうした主体 ・客体 とい う労働者 の存在様式 の
二重性 が労働者に とって同時的 であ りうる保 障は,評 議会のあ りかたや機能 如
何に依存 していた といえる。 なぜ なら,こ の機関を通 じて のみ企業管理に労働
者 が参画で きる企業 の管理構造だ ったか らであ る。
これに対 し,一 般に企業長⑤ を補佐す るための機関 として各部課長等で構成
され る 「スタ ッフ会議」kolegijが非公式 に組織 され る場合が多い が,非 公 式
機関 にもかかわ らず この会議体は企業 の諸政 策に少なか らぬ影 響力を保持 して
いた。表9に もみた よ うに,ラ イソ ・ス タッフ層 の評議会 に占め る割合が労働
力人 口に 占め る彼 らの割合に比 して相対的に高 く,し か も評議会議長に至 って
は この層か らの選出率が50%以上にのぼ っていた こ とを考慮す るな ら〔6),すな
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わ ち 「スタッフ会議」の存在 のみ ならず評議会への彼 らの選 出率が相対的に高
い とい う事態 を考え るな ら,企 業 の諸政策が実質的 に彼 らの手で立案 され てい
た であろ うとい う想定が可能であ る。 さらに管理委員会に 占め る彼 らの割合が
「四分の三」規定に もかかわ らず60%近くに も達 していた とい う事実(73年)
か ら判断 して,こ の想定の延長線上に描け るのは,管 理委員会お よび評議会 と
い う公式 の企業内二 大権 力機 関を通 じて,こ れ らの層の人 々が企業の意思決定
の基軸的位置を 占めていた とい う仮説 であ る。
この仮説を論証す るには実態をみ る必要が あ る。例 として,1,620名の労働者
を抱え るある繊維企業 を挙 げ よ う(7}。この企業の評議会は59名で構成 され てい
た。58年4月か ら翌59年4月までの1年 余 りの間に17回開催 された評議会におい
て,98の議題が討議 されてい る。その うち,51の議題が生産 ・財務に関す る事項,
36の議題が組織問題 お よび労働条件に関す る事項であ った。そ の議事録か ら析
出 された発言の頻度をみ ると,ラ イソ ・ス タッフ層 に属す る評議員の発言がそ
の他の評議員の2倍 に ものぼ り,ま た彼 らの提 案した議題の採 択率 もそ の他 の
評議員のそれの3倍 に達 していた こ とが示 されてい る。言 いかえれ ば,ライン ・
スタ ッフ層に属す る人 々の評議会に 占め る役割が構成比以上に高い とい う実態
が析出されていた ことを意味 してい る。 この傾向は執行機関であ る管理委員会
において より一層顕著にみ られ る現象で もあ った。 さらに重要 な論点は,評 議
会 での発言が 自由であ った に もかかわ らず,活 発な討議がかわ され るのは例え
ば住宅の割当や各種 の申請 ・苦情等の きわ めて個別的 な個人利害 にかかわ る問
題についてだけであ り,業 務管理上の専門的 ・技術的問題につ いては企業長を
含む ライン ・スタ ッフ層に属す る評議員 の独壇場 であ った,とい う報告であ る(8)。
このよ うな観察報告か らすれ ぽ,ユ ー ゴの新聞に掲載 された例 な どか ら判断
して,一 般に ユーゴの産業労働者が評議 会の選挙手続や評議会 を通 じて 自己の
企業での政策立案 ・決定を管理す る立場 には なか った とす るB.ウ ォー ドB・
Wardの結論 も驚 くにはあた らない(9}。それ故に,労 働者 の企業管理へ の参加
が実現 され てい る といえ ども,彼 らは基 本的,具 体的政策の立 案者ではなか っ
た と言 って大過 ない⑱。換言すれば,企業での諸計画,政策等が主 に業務管理 上
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中軸 となる人 々に よって立 案され,管 理委員会,評 議会 とい う公式機 関を通過
す ることに よって形成 され ていた とみて よい。 この ような 自主管理企業 での意
思 決定 のあ りかた の故に,一 般の労働者のなかには 自らと業 務管理者 との関係
を 「われ ら」 と 「やつ ら」our・themrelationshipとい う感情で捉 えは じめ る部
分が生 じて こざるを得ないaD。そ こにおけ る評議会のあ りか たは,自 主管理 の
ため の機関であ るとして も,そ れ 以上に伝統的な階層的業務管理 の機 関に近 い
性格 を帯び る ものであ る⑬。 したが って,評 議会が政策形成過程 におけ る単な
る承 認機関,単 なる通過点であ った とす るなら,それは評議会機能の形骸化,自
主管理制度 の空洞化を意味す る。 そして,こ こにおけ る組織 形態上の デ ィレソ
マは,制 度 的にはあ くまで も企業 の 自主管理であ るために,共 産主義者同盟 な
どの外部政 治組織 の介入を除けば,理 念型か ら乖離 した評議会のあ りかたを是
























































































































































































































*若い 数 字 の順 に 影 響 力 の 強 さを 示 す 。
林 企 業 長 お よび 各 部 門 の 長 で 構 成 す る 専 門 的 経 営 管 理 者 の 集 団 で ,非 公 式 組 織(60年 代 末 ま で)。
***「経 済 単 位 」 の 長 ,プ ラ ン トお よび 類 似 の 大 規 模 組 織 単 位 の 長 。
資 料:VeljkoRus,lnfluenceStructureinYugoslavEnterprise,IndustriatRelatienS,
Vol.IX,No.2,1970,p.149.
業所得の分配につ いてであ り,自 己の仕事上 の地位……に直接影響を 及ぼす
よ うな事項に対 してだけであ る個。」
他方 では,こ の ように一般の労働者が 自主管理に対 して必ず しも積極的な姿勢
を保持 していなか った。それは以下の よ うな調査報告 に よって も確認 され る。
すなわ ち,一 般 の労働者たちは評議会の力の伸長を望んではいるもの の,彼 個
人 としての選択 では労働条件,所 得,昇 進 とい った問題 に対 して高い関心を払
ってお り,自 主管理機関への彼 らの参加意欲は調査項 目中最低 の格付けに とど
まっている。 こうした個人 としての選択 順位 の優先度は,手 作業,機 械化 され
た作業お よびオ ー トメーシ ョン作業に従事す る労働者 のいずれに も共通 してお
り、一般的現象 とみなす ことが できる。 さらに評議会,管 理委員会 とい う公式
の 自主管理機関 との関連 でいえば,こ の調査は,自 主管理機 関に選 出 された経
験 を もつ一般 の労働者がそ の経験 のない者 よ りも強 い疎外感を抱 いていた と報
告 してい る。 その原因 として,自 主管理機 関での彼 らの経験が挫折 的であ った'
ことが指摘 され てい る⑯。 言葉をかえれ ば,自 主管理機関に選出 された一 般の
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を も っ て 存 在 し て い た に も か か わ ら ず,他 方 で 制 度 的 に 労 働 者 を 自 主 管 理 に 強
制 動 員 す る こ と に よ っ て 成 立 し 得 た 企 業 管 理 へ の 参 加 形 態 で あ っ た と 評 価 で き
る 。 言 葉 を か え れ ば,当 初 の 自 主 管 理 は,65年 ま で に 幾 多 と な く 唱 え ら れ た 自
主 管 理 制 度 の 指 導 理 念 を 具 体 化 し た あ り か た で は な く,制 度 的 に 強 制 動 員 し た
労 働 者 の 管 理 参 加 に と ど ま ら ざ る を 得 な か っ た と い う 限 界 を も っ て い た の で あ
る 。 だ が,ζ う し た 限 界 を も っ て い た に も か か わ ら ず,こ の よ う な 自 主 管 理 の
あ り か た を 過 小 評 価 す べ き で は な い 。 な ん と な れ ば,制 度 的 強 制 を 通 じ て 企 業
内 民 主 主 義 の 担 い 手 と し て の 役 割 を も 与 え ら れ て い た 評 議 会 は,強 制 的 で あ っ


















(5)企業 長direktorは資 本 主 義 企 業 の 取 締 役directorよりは,取 締 役 社 長corporatepresident









が あ る 。 女 子 従 業 員 の 多 い 他 の 繊 維 企 業 の 実 態 調 査 に お い て も家 事 等 を 抱 え た 彼 女 た ち が 企 業 行
事 に 消 極 的 で あ っ た とい う報 告 が な さ れ て い る61chakAdizes,op.cit.,pp.222-223.
な お,評 議 会 へ の 企 業 長 の 参 加 は 必 要 に 応 じ て 認 め られ て い る。 だ が 彼 に は 議 決 権 は 与 え ら れ
て い な い 。'
〈9}BenjarninWard,op.ctt.,P.379..,
ao>R,P.Farkas,op・cit.,P、29・ま た ナ ブ ラ ドヴ ィ チ の 調 査(対 象20企 業)か ら.「 平 の 雇 用 者 」
rank・and・fileemPloyee8の最 も 重 要 な 政 策 形 成 へ の 参 加 は ほ と ん ど な か った と い う報 告 が な さ





⑫ 「自主 管 理 の 内 部 で の 権 威 主 義 的 傾 向 力1支配 的 で あ る こ とか ら,… … 労 働 組 織 で は 自 主 管 理 の
系 統 と業 務 管 理iadirecii6nの系 統 との 商9こお い て で は な く.上 位 の 組 織 単 位 と下 位 の そ れ 一
つ ま り,指 導 職ladirectionと労 働 者 集 団,あ るい は 職 員lesfonctionnairesと労 働 者 一 と
の 間 に 常 に 基 本 的 な 確 執 が あ る こ とが 示 され て い る 。」veljkoRus,op.cit.,p.246.
⑬ 「トヅ プ ・マ ネ ジ メ ソ トお よび ス タ ッ フは 責 任 な き 権 限 を もち,評 議 会 は 権 限 な ぎ 責 任 を 負 っ
























「全 般 的 に 大 半 の 労 働 老 に と っ て 制 度 は 複 雑 に な りす ぎ,そ あ た め 実 際 の 意 思 決 定 は 管 理 ス タ
ッ フ の 手 に 逆 戻 り す る 傾 向1こあ る 。」D・SRiddell・op・cit・・.P・64・
⑳VeljkoRus,opcit.,P.157・
…
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む す び
自主管理制度の導入にもかかわらず,企業内には業務管理機構とその担い手
が強固な影響力保持者として存在していた。こうした企業内権力関係のありか
たを可能としたのは,企業内的にみれば一般労働者の産業労働者としての経験
が浅かったことである。このような状態の下で労働者自主管理制度がなし得た
のは一般の労働者の企業管理参加を制度的に保障することであった。自主管理
制度のこうした限界に対してどのような対策が可能であったのか。この点の考
察は別稿に譲らざるを得ないが,自主管理のありかたに対する以下のような理
解について検討を加えておくことで本稿のむすびにかえる。
「各種のプラン,アイディア,解法等を執行スタッフや専門家チームが評議
会や労働者集団に提案し,次いで,それらの提案が生み出すと予想される所
得の側面から,またそれらの提案が企業内の個々のカテゴリーの人々にとっ
て意味するとごろに照らしながら討論されるような自主管理関係を企業内に
つくり出す傾向が,ζ こ2・y3年のユーゴの理論と実践の双方の内に見出さ
れる。」したがって,「労働者による管理とは,基本的な社会的生産関係とし
て,また連合した労働の諸条件および成果に労働者階級が行使する力として
理解されなければならない。労働者管理は生産の増進にかかわる技術的問題
の領域において追求されるべきではなく,生産者の個人的 ・社会的利益の実
現の領域において追求されるべきものであるω。」
産業労働者としての蓄積の不足の故に業務管理機構による企業管理に対して
自主管理制度が有効に機能し得なかったとすれぽ,こ こに示された見解はその
限界を克服する方途を提起していない。このように考えるのは,,労働過程にお
ける諸問題に対する自主管理を抜きにして,少なくとも生産者の個人的利益が
どのようにして確保されるのかという疑問をもたざるを得ないからである。た
しかに彼の提起は自主管理のひとつのありかたを示すものとして理解しうると
ころであるが,業務管理あるいは労働力配置の権限を専らライン・スタッフ層
に委ね,一般の労働者が所得分配等に配慮するだけの分業関係は,本稿でみた
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ように自主管理制度を空洞化させてしまう危険を大いにもっている。この視点
からすれば,制度化当初必ずしも明確ではなかった直接自主管理というありか
たが今一度選択されなければならない。ここで言う直接自主管理 とは,一般に.
すべての事を全員で直接管理する形態を意味するものではなく,「労働者集団」
の規模に応じて,ある一労働者群が労働過程における自らの持場に直接関与す
ることを通じて 「労働者集団」全体とのかかわりを調整していくありかたを指
す。このような限定をするのは,その形態が産業労働者としての様々な経験の
蓄積によって獲得された労働生活に基づいてまず可能とされる第一の自主管理
のありかたであると考えるからである。
(1)Du§anBiland縦,Workers'managementoffactories,S.T.P.,No.28,1967,P.44お よ び
P.46.
